
別紙様式第１　様式２－１

　京都府では、平成２５年１１月に「京都府少子化対策総合戦略会議」を設置し、総合的かつ抜本的な少子化対策の検
討を開始した。会議においては、できるだけ若い世代から人生設計について考える機会の提供や妊娠・出産についての
正しい知識の涵養が必要との意見が寄せられた。
　併せて、平成２６年には、府内市町村の合計特殊出生率と少子化要因に関係する社会指標との相関関係の分析と45
歳未満の男女を対象とした府民意識調査を実施した。その結果、未婚化・晩婚化が全国トップレベルにある一方で、未
婚者の約８５％に結婚の意向があることが判明し、結婚できる条件や環境整備が求められている。また、有配偶者の理
想の子ども数は男性２．４人、女性２．５人であるが、予定子ども数は男性２．０人、女性２．１人となっており、府民のもっ
と子どもを持ちたいという希望を叶える環境整備も必要となっている。
　京都府の合計特殊出生率は令和元年で１．２５（全国第４４位）であり、平均初婚年齢、第一子出産年齢、５０歳時未婚
率も上昇傾向である等、厳しい状況が続いているが、このような現状を打ち破り、子どもが社会の宝として、地域の中で
温かく見守られ、健やかに育ち、子どもの生き生きとした姿と明るい声が響き渡る社会の実現のためには、出会い・結婚
から妊娠・出産、子育て、保育・教育、就労に至るまでの総合的な子育て支援を行う体制を構築し、粘り強く、着実に取
組を進める必要がある。

婚姻件数

事 業 名

実 施 期 間 交付決定日 ～

京都子育て環境日本一推進戦略
　・全国平均並みの合計特殊出生率（2040年）（令和元年　京都府：1.25（全国平均：1.36））

１　重点支援事業
対象経費
支出予定額 10,799,000 円

地域の実情と課題（これま

での自治体における少子化対策の
取組全体及びその効果検証等から
浮かび上がった地域の実情と課題に

ついて記述）　※（注）２

令和4年3月31日

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本事業の位置付
け　※（注）３

　上記課題に対応するため、平成２７年１０月に府の結婚支援の総合拠点として「きょうと婚活応援センタ－」を設立。平
成２８年４月には、「京都府少子化対策条例」を施行、条例に基づき平成２９年４月から３年間の少子化対策基本計画を
策定した（令和元年度に改定。計画期間：令和２年４月から５年間）。また、平成２８年８月には、子育て支援活動の拠点
「きょうと子育てピアサポートセンター」を設立し、結婚から妊娠・出産、子育てまでの切れ目のない総合的な少子化対策
を推進している。
　さらには、令和元年９月に、社会全体で子育てを見守り支える、あたたかい子育て社会を目指すための指針として、
「京都府子育て環境日本一推進戦略」を策定し、これに基づいた具体的な施策を展開していくこととしている。

＜京都府少子化対策条例＞
　　第２章第１節　　　結婚の支援に関する施策
　　　　　　第３節　　　子育て支援に関する施策
　　　　　　第４節　　　総合的な支援関する施策
＜京都府少子化対策基本計画＞
　　１　結婚から子育てまでの各段階に応じた支援に関する施策
　　　Ⅰ　　結婚の支援
　　　Ⅲ　　子育て支援
　　　Ⅳ　　総合的な支援
　　２　少子化に関する教育及び学習の機会の提供並びに雇用環境の整備や府民の気運の醸成に関する施策
　　　Ⅰ　　教育及び学習機会の提供
　　　Ⅲ　　府民の気運の醸成
＜京都府子育て環境日本一推進戦略＞
　　重点戦略１　　　子育てにやさしい風土に包まれた京都府社会の実現
　　重点戦略２　　　子育てしやすい安心・安全な街づくりの実現
　　重点戦略３　　　若者が安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる雇用環境の創出
　　重点戦略４　　　地域の絆・地域の子育て力の再構築

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標※（注）４

合計特殊出生率

事業内容

2,500,000 円

備考（統計時点等）

令和元年

令和元年

平成27年

対象経費
支出予定額 円

京都府

参考指標　※（注）５

個別事業名 子育てに寄り添う地域づくり推進事業
対象経費
支出予定額

個別事業名 オンライン婚活推進事業
対象経費
支出予定額 2,299,000 円

個別事業名
人生100年シニアパワー結集事業（子育て支援
分）

対象経費
支出予定額 6,000,000 円

個別事業名

令和２年度地域少子化対策重点推進交付金（令和２年度第３次補正予算）

婚姻率

直近の実績

1.25

11,497件

45.63%

都道府県名

71,242,000 円子育て環境日本一推進事業
対象経費支出
予定額　※(注)１

実施計画書 （都道府県分）

自 治 体 名 京都府 自治体コード： 260002



個別事業名 きょうと子育てピアサポート事業
対象経費
支出予定額 12,827,000 円

個別事業名 子どもを育む文化創造事業
対象経費
支出予定額 19,500,000 円

個別事業名 子育て環境日本一推進戦略事業
対象経費
支出予定額 2,000,000 円

個別事業名 学校連携型小中学生乳幼児ふれあい事業
対象経費
支出予定額 0 円

個別事業名

円

60,443,000 円

1,989,000

16,427,000

2,700,000

円

円

個別事業名 京都若者ライフデザイン推進事業
対象経費
支出予定額

３　結婚新生活支援事業

２　優良事例の横展開支援事業
対象経費
支出予定額

（１）　結婚に対する取組
対象経費
支出予定額

個別事業名
対象経費
支出予定額

個別事業名

個別事業名

円

円

(注)
１「対象経費支出予定額」には、本交付金の対象外経費を除いた対象経費支出予定額（補助率を乗じる前の額）を記入すること。
２「地域の実情と課題」には、これまでの自治体における少子化対策の取組全体及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情と課題について記載すること。
３「自治体における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付け」には、地域の実情及び課題を踏まえた、自治体における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付けを記
載すること。特に、本事業により、地域の課題がどのように解決されるかについて記載すること。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、地域の実情及び課題を踏まえ設定した、自治体の少子化対策全体の重要業績評価指標（KPI)及び定量的成果目
標を達成予定時期を含め記載すること。また、各自治体は少なくとも令和３年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施すること。
５「参考指標」には、各自治体の合計特殊出生率、婚姻件数、婚姻率等を記載するとともに、必要に応じて、その推移を報告すること。
６「上記「事業内容」について、「地方創生推進交付金」の申請の有無」は、地域少子化対策重点推進交付金との重複を排除するためのチェック欄です。（「無」が前提となります）
７　適宜参考となる資料を添付すること。

上記「事業内容」について、
「地方創生推進交付金」の
申請の有無※（注）６

無

個別事業名 京都で育む子育て応援パスポート事業
対象経費
支出予定額

（２）　結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい
社会づくり・機運の醸成の取組

対象経費
支出予定額

対象経費
支出予定額

個別事業名
地域子育て環境充実度「見える化」ツールの市
町村支援事業

対象経費
支出予定額

個別事業名 学校と連携した妊娠・出産に関する啓発事業
対象経費
支出予定額

個別事業名

円

5,000,000

対象経費
支出予定額

円

事業内容
円

円

対象経費
支出予定額

対象経費
支出予定額

60,443,000 円

0

円


